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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書
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・変 弱

江 1該 当する□には レ印を池入してください。特定事業者以タトで自■参"Hされる事栄者の方は、レ印の記入は本メです。

2 帆 準年度」とはi Hu期間の前年度を 「H4tr年度」とは計画期出〕の最終年度をいいます。

3「 Jす業所等,卜出区分Jと は ,(都府内の事業所等の事業活Jllのためのエネルギーの使加に1卜い7LllするYn有効夕tガスを、 「時と■両リト出な分Jと
は、自IllⅢ迎と事業者については■河の本拠のイt世を】くヤE ll内とするヽ両のコ1出する温■効りヽガスを、飲道bJ4業者については,tイ「する4ヤ物1モ両文
は旅ぞ1モ河の排出する品々効夕tガスを 「そのlLり,出区分Jと は、 L記 以タトの】軸!lll内における44r来所等のイ染活動に‖い発■する渦■効以tガス
をいいます。

4「 4i記事項Jに は、7減 2年度 (199 0年 度)を米控としたリト山生の対比やエネルギー】てqltt C  0  2例:山主 作エネ製品けり7どなどlL者のrun■効火
ガスリ'出いJ波へのj‐r献、グリーン制連の奴河 竹定フロンなどの茶1/1す=定外の温itttガスの打J滅などをrnL入してください。

京者「府宇治市槙島町十-158番 地 ウ 焼式銃  拭瀬 締

特疋事業者の

主たる業種 光半導体およびその応用製品の製造

該当する事茉
者要件

レ 京都府地球温暖化対策条例加行規Rl第10条第 1号該当事業者 (大規模エネル千―便用掌莱者 (原細に換鼻

拝

して11500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例加行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例れ行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に距算して3000ト ン以上))

貶

計 画  期  間 平成  18 年 4 月 平成  19 年 3 月

基 本 方 針 当社環境基本方α卜では電気 燃 料等エネルギー使用量低減を環境目的として挙げており、lS014001環境マネジメントシ
ステムの運用を通して温室効果ガス排出量削減も令めた環境負荷低減の収組みをそ1っております。

推 進 体 行1 IS014001規格に基づき環境管理体制を構築し、環境行興事務局を中心に環境負荷低減活動を推進しています。

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程等 言1 画  内  容

製造部門 )卜戸水利用により冷却設術の■7nfをlk減し、冷力1にかかる電力tt加堂をいJ減。

製造部門 半導体製造工税において使用される温気効,tガスの ‐部を7P.暖化効火のないガスに切密える。

18～19 製造部門 駐にの難光シート社はにより太陽光の熱を妊断し、4劇 設備の資rjを低減する。

18～19 ITmsF弓 ′ヽソコンのディスブレイをCRTから油空電力の少ない滋轟ディスブレイに順次切を、電力使河量を市り波。

温至ク米刀ス
の排出量等 排出区分

丞琴年度 (実績,
(17)年 度

(二酸化炭来強算 (t))

日棋年度 (計凹,
( 1 9 )年 度

(二酸化炭来換算 〈t))

削減 準

(計画 )
(%,

A事 業所等排出区分 31997 t 31 t - 2 0 %

B輸 送草両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 111858t 11,265 t -5%

排出合計 1        15,854t ネ2             151 182 t -42%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減景
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取 撹 等 (二臣化炭来換算 (t

森林の保全及び整備 (確怖市釈) (吸収出) t

府内産の木材の利用 (利用畳) nl' 〈‖J減堂) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(死電量) ltllhていり波豊) t

(紳J(絡畳) 〈打り波生) t

グ リー ン電力の購入 (脱入畳) ltllhていJ滅宜) t

判減量等合罰 3 t

差 引排 出量

(排出合言i いヽJ減等合言1)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (言1画)
Ⅲl          ,と 〕

フ
'r/  t ⅢひヤⅢⅢ       /す /82 t ―ク 2%

特 記 事 夢
・エネルギー油費量削減について、生産効率向上により2005年度を基準に2007年度で原単41rあたり〔1工程あたり)の
エネルギー消費量 (原油換算)2%削 減に収り組んでいます。

・綿室効果ガス排出量削減について、生産効率向上により2008年度を基準に2007年度で原単位あたり(1工程あたり)
の品室効果ガス排出量 (C02換 算)1%削 減に取り納んでいます。
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フ ァ ク シ ミ リ 番 号


